
　貸　借　対　照　表  

 (単位：百万円）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）

流 動 資 産 ３６，１４８ 流 動 負 債 ３９，５４４

現 金 及 び 預 金 ２３３ 買 掛 金 ３１，９８４

受 取 手 形 ５，１８２ リ ー ス 債 務 ３，６８５

売 掛 金 １６，９４０ 未 払 金 ８４９

商 品 ６，００６ 未 払 費 用 ５６８

仕 掛 品 １００ 未 払 法 人 税 等 ７４

前 払 費 用 １００ 前 受 金 １１２

未 収 入 金 ５０２ 預 り 金 １，６６９

未 収 消 費 税 等 ２０７ 賞 与 引 当 金 ５９３

短 期 貸 付 金 ６，８７３ そ の 他 ６

そ の 他 １５
貸 倒 引 当 金 △１５

固 定 資 産 ２６，００４ 固 定 負 債 １４，４１１

 有形固定資産 １８，９４８ リ ー ス 債 務 １２，８９２

建 物 ２，１８５ 退職 給 付引 当金 １，４１０

構 築 物 ４５４ 偶 発 損 失 引 当 金 ４７

機 械 装 置 ２５６ そ の 他 ６０

車 輌 運 搬 具 ３８

工 具 器 具 備 品 １７９ 負 債 合 計 ５３，９５６

賃 貸 用 機 械 １０６

リ ー ス 資 産 １４，７７６

土 地 ９４０

建 設 仮 勘 定 １１ （純資産の部）

株 主 資 本 ８，１９５

資    本    金 ４９０

 無形固定資産 ６７

諸施 設 利 用 権等 ６０ 資 本 剰 余 金 ２，４１０

ソ フ ト ウ ェ ア ６   資 本 準 備 金 ４８０

  その他資本剰余金 １，９３０

 投資その他の資産 ６，９８７ 利 益 剰 余 金 ５，２９５

投 資 有 価 証 券 ７５   その他利益剰余金 ５，２９５

関 係 会 社 株 式 ５，８８０ 固定資産圧縮積立金 ２５

破産 更 生 債 権等 ６９４     繰越利益剰余金 ５，２６９

繰 延 税 金 資 産 ６６８

そ の 他 ３６２ 純 資 産 合 計 ８，１９５

貸 倒 引 当 金 △ ６９５

資 産 合 計 ６２，１５２ 負債及び純資産合計 ６２，１５２

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（２０２２年　３月３１日現在）



自　２０２１年 　４月　１日

至　２０２２年　 ３月３１日

(単位：百万円)

売　上　高 102,511

売　上　原　価 92,961

9,549

販売費及び一般管理費 8,778

771

受取利息及び配当金 715

59 775

営業外費用

支払利息 361

手形売却損 51

リース解約精算損 18

49 480

経 常 利 益　 1,065

特別利益

偶発損失引当金戻入 33

税引前当期純利益 1,099

法人税、住民税及び事業税 409

法人税等調整額 △46

当期純利益 737

(注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  損　益　計　算　書 

科　　 　目　 金 額

売 上 総 利 益 

その他

その他

営 業 利 益 

営業外収益



個 別 注 記 表 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

1. 資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準および評価方法

① 子会社及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算出） 

・市場価格のない株式等  移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準および評価方法 

① 商品のうち建設機械本体      個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収  

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定） 

② 商品のうち補給部品        月次総平均法に基づく原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定） 

③ 仕掛品              個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定） 

2. 固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産除く）  定額法

（２）無形固定資産    定額法 

（３）リース資産 リース期間を耐用年数とする定額法 

3． 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金  売掛債権その他の金銭債権の貸倒等による

損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債

権等の特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 



（２）退職給付引当金           従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。なお、過去勤務費用は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（１２年）にわたり均等償却しており

ます。数理計算上の差異は各期の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）にわたり、それぞれ発生の翌事業年

度から均等償却しております。                    

 

（３）賞与引当金           従業員の賞与の支払に備えるため、当事業年

度負担分について内規に基づく支給見込額を

計上しております。 

 

（４）偶発損失引当金         偶発事象に対し、将来発生する可能性のある

損失を見積り、必要と認める額を計上しており

ます。 

 

4. 収益及び費用の計上基準 

（１）当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内

容および当該履行義務の充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下

のとおりであります。 

①  商品の販売に係る収益は、主に卸売等による販売であり、顧客との販売契約に

基づいて商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品を引

き渡す一時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得して充足されると判

断し、引渡時点で収益を認識しております。 

②  保守サービスに係る収益は、主に商品の保守であり、顧客との保守契約に基づ

いて保守サービスを提供する履行義務を負っております。当該保守契約は、一定

の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じ

て収益を認識しております。 

（２）オペレーティング・リース取引に係る収益の計上基準 

リース期間の契約に基づく契約上の収受すべき時に、収益及び原価を計上する方

法によっております。 

 

 

 

 



【貸借対照表に関する注記】 

1. 有形固定資産の減価償却累計額    ８，１１０百万円 

 

2. 関係会社に対する金銭債権・金銭債務 

短期金銭債権          １１，２２７百万円 

短期金銭債務          ２６，８３９百万円 

         

3. 債権流動化に伴う買戻し義務額    ９，６９０百万円 

 

【税効果会計に関する注記】 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金および賞与引当金であります。 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 

1. 親会社および法人主要株主等 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（百万円） 

（注）3 

科目 
期末残高

（百万円） 

親会社 
コベルコ建

機株式会社 

被所有 

直接100％ 

商品の売買 

資金の貸付 

役員の受入 

建設機械等 

の商品及び固

定資産購入 

（注）1 

76,269 

買掛金 28,824 

未払金 838 

資金の貸付 

（注）2 
5,603 

短期 

貸付金 
6,700 

利息の受取 

（注）2 
45 

取引条件および取引条件の決定方針等 

（注）1. 商品の購入については、市場価格を勘案して取引価格を合理的に決定しております。 

2. 資金の貸付に係る貸付利率は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

  なお、取引金額は当期の平均残高を記載しております。 

3. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

 

 

 

 

 



２．子会社及び関連会社等 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 

取引金額 

(百万円） 

（注）2 

科目 
期末残高 

(百万円) 

子会社 ササイナカ

ムラ㈱ 

所有 

直接 70％ 

当社販売先 建設機械の販

売 (注) 1 

628 売掛金    247 

子会社 トーヨース

ギウエ㈱ 

所有 

直接 70％ 

当社販売先 建設機械の販

売 (注) 1 

2,859 売掛金 838 

関連会社 ㈱ほくとう 所有 

直接 34％ 

当社販売先 建設機械の販

売 (注) 1 

3,821 売掛金 1,723 

取引条件および取引条件の決定方針等 

（注）1. 商品の販売については、市場価格を勘案して取引価格を合理的に決定しております。 

2. 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

1. １株当たり純資産額          ８３６，３０７円９５銭 

2. １株当たり当期純利益          ７５，２０７円３３銭 

 

【重要な後発事象に関する注記】 

 該当ありません。 

 

＊記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 
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